
金　　　　　額 金　　　　　額

307,591 7,080,519
19,569 378,641
4,125 528,260

528,645 100,469
232,365 156,382
544,966 764,367

3,729,688 188,817
△3,370 336,148

4,922,887 207
12,775 354,650

792,171 496,047
18,059 369
12,753 8

166 495,669
413 3,743

8,497 1
△107,569 6,829

3,662
8,497

10,407,246

476,296
43,558
43,558

163,057
11,035
152,021

繰 越 利 益 剰 余 金 152,021
△72,558
610,354

3,337
1,219
4,556
1,580

616,491

11,023,737 11,023,737

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
新 株 予 約 権

純 資 産 の 部 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

( 純 資 産 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金
固定資産処分損失引当金
訴 訟 損 失 引 当 金
支 払 承 諾

未 払 法 人 税 等
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

借 用 金
外 国 為 替
社 債
そ の 他 負 債

コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債券貸借取引受入担保金
特 定 取 引 負 債

( 負 債 の 部 ）
預 金
譲 渡 性 預 金
債 券

債 券 繰 延 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
投 資 損 失 引 当 金
貸 出 金

科 目 科 目

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

( 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金
買 入 金 銭 債 権
特 定 取 引 資 産

（単位：　百万円）

第 10 期　 中　 間 　決　 算 　公　 告

平成２１年 １１ 月 ３０ 日

　　　　　　　　　  　　中 間 貸 借 対 照 表 (平成２１年 ９ 月３０日現在）

東京都千代田区内幸町二丁目１番８号

株式会社　新生銀行
代表執行役社長　八城　政基



金 　　　　　　　　　額

109,049

68,184

（ 42,714 )

（ 16,767 )

7,948

3,609

20,238

9,068

105,706

42,208

（ 27,962 )

（ 8,222 )

4,945

68

5,222

36,063

17,198

3,342

13,669

3,460

13,551

257

4,691

4,948

8,603

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

（ う ち 社 債 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

科 目

（単位：　百万円）

　　　中 間 損 益 計 算 書
平成２１年 ４ 月 １ 日から
平成２１年 ９ 月３０日まで
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準  

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市

場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という）の取引

については、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び

「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特

定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決

算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決

算日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有

価証券、金銭債権等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生

商品については前期末と当中間期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加

えております。 

なお、特定取引資産及び特定取引負債に含まれる派生商品のみなし決済額の見積に当

たり、流動性リスク及び信用リスクを加味した評価を行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券（特定取引を除く）については時価法（売

却原価は移動平均法により算定）、満期保有目的の債券については移動平均法によ

る償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移

動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のない

ものについては移動平均法による原価法又は償却原価法（定額法）により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して

おります。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同じ

方法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行ってお

ります。 

４．買入金銭債権の評価基準及び評価方法 

売買目的の買入金銭債権（特定取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

５．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、建物及び動産のうちパソコン以外の電子計算機（Ａ

ＴＭ等）については定額法、その他の動産については定率法を採用し、年間減価償

却費見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用年数は次のとお
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りであります。 

建 物  13 年～50 年 

その他   2 年～15 年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却してお

ります。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の

減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額

については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、そ

れ以外のものは零としております。 

６．繰延資産の処理方法 

繰延資産は、次のとおり処理しております。 

(1) 社債発行費 

社債発行費はその他資産に計上し、社債の償還期間にわたり定額法により償却して

おります。 

また、社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって中間貸借対

照表価額としております。 

(2) 債券発行費用 

債券発行費用は債券繰延資産として計上し、債券の償還期間にわたり定額法により

償却しております。 

７．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻

先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻

先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後

の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破

綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という）に係

る債権については、以下の大口債務者に係る債権を除き、債権額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者及び従来よりキャッシュ・フロ

ー見積法（後述）による引当を行っていた債務者で、今後の債権の元本の回収及び

利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債務者の

うち、与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、当該キャッシュ・

フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差
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額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てておりま

す。また、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者のうち

与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、個別的に残存期間を算定

し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てており

ます。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実

績率等に基づき計上しております。 

特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を

特定海外債権引当勘定として計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部門が資産査定を実施し、

当該部門から独立した資産査定管理部門が査定結果を検証しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から

担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見

込額として債権額から直接減額しており、その金額は 64,660 百万円であります。 

(2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状

態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる

額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法

は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按

分した額を、それぞれの発生年度から損益処理 

なお、会計基準変更時差異（9,081百万円）については、15年による按分額を費用

処理することとし、当中間期においては同按分額に12分の６を乗じた額を計上して

おります。 

(5) 固定資産処分損失引当金 

固定資産処分損失引当金は、将来移転を予定している当行本店及び目黒フィナン

シャルセンターについて見込まれる原状回復費用等の額を、契約書等に基づき合理

的に算出して計上しております。 

(6) 訴訟損失引当金 

訴訟損失引当金は、係争中の訴訟に係る損失に備えるため、損失負担見込額を計

上しております。 
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８．外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式

及び関連法人等株式を除き、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

９．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ

によっております。 

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報

告第 24 号」という）に規定する繰延ヘッジのヘッジ有効性評価の方法については、

相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手

段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し評価して

おります。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

また、当中間期末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しておりまし

た多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で

管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、移行後の各事業年度

において従来の基準に従い、ヘッジ手段の残存期間にわたり、資金調達費用又は資

金運用収益として期間配分しております。 

なお、当中間期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は1百万円

（税効果額控除前）であります。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

繰延ヘッジまたは時価ヘッジによっております。 

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告

第25号」という）に規定する繰延ヘッジのヘッジ有効性評価の方法については、外

貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び

為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に

見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘ

ッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価

証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外

貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価

以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時

価ヘッジを適用しております。 
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(3) 内部取引等 

デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引につい

ては、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に

対して、業種別監査委員会報告第24号及び同第25号に基づき、恣意性を排除し厳格

なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行ってい

るため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は

消去せずに損益認識または繰延処理を行っております。 

10．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

11．連結納税制度の適用 

当行を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資総額 494,454 百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券、現先取引

並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券及びデリバティブ取

引の担保として受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自

由に処分できる権利を有する有価証券で、当中間期末に当該処分をせずに所有してい

るものは41,420百万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は20,154百万円、延滞債権額は129,407百万円でありま

す。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息

を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号の

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり

ます。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であ

ります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は24,602百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３

月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は3,188百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しな

いものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計
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額は177,352百万円であります。 

なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替

は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ

の額面金額は141百万円であります。 

８．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第３号に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金元

本の当中間期末残高の総額は、45,892百万円であります。 

原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計

上額は、79,230百万円であります。 

９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 10 百万円 

買入金銭債権 20,000 百万円 

特定取引資産 9,196 百万円 

有価証券 1,097,094 百万円 

貸出金 160,498 百万円 

その他資産 234,900 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 927 百万円 

コールマネー 100,000 百万円 

売現先勘定 156,382 百万円 

債券貸借取引受入担保金 764,367 百万円 

借用金 174,200 百万円 

その他負債 17 百万円 

支払承諾 925 百万円 

上記のほか、為替決済、スワップ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と

して、有価証券230,231百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は378百万円、保証金は7,661百万円、

デリバティブ取引の差入担保金は10,864百万円であります。 

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限

度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実

行残高は、3,797,808百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものまたは

任意の時期に無条件で取消可能なものが3,584,142百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実

行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは

ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応

じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行

内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
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置等を講じております。 

11．有形固定資産の減価償却累計額17,732百万円 

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特

約付借入金102,500百万円が含まれております。 

13．社債には、劣後特約付社債333,561百万円が含まれております。 

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ

る社債に対する当行の保証債務の額は50,320百万円であります。 

15．１株当たりの純資産額313円10銭 

16．当行子会社である新生フィナンシャル株式会社は、消費者ローン債権を新生信託銀

行株式会社に信託譲渡して証券化取引を行っておりますが、新生フィナンシャル株式

会社が当該信託債権に係る過払利息返還債務を負担できない場合等により、新生信託

銀行株式会社の銀行勘定に損失が発生した際には、当行が当該損失を負担する旨の書

簡を新生信託銀行株式会社に差入れております。なお、当行に損失の発生する可能性

は非常に低いものと判断しております。 

17. 銀行法施行規則第19条の２第１第３号ロ(10)に規定する自己資本比率 （国内  

基準） 12.15％ 

 

 

 （中間損益計算書関係） 

１.「その他経常収益」には、金銭の信託運用益6,184百万円を含んでおります。 

２.「その他経常費用」には、貸出金償却3,644百万円、貸倒引当金繰入額4,804百万円、

株式等償却2,034百万円及び金銭の信託運用損3,615百万円を含んでおります。 

３.「特別利益」には、社債等消却益13,069百万円を含んでおります。 

４.「特別損失」には、関係会社株式及び出資評価損3,277百万円を含んでおります。 

５．１株当たり中間純利益金額4円38銭 

６．潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの、

希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

  

 

 

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 中間貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額（△は損） 

(百万円) 

国債 373,367 377,948 4,581

社債 70,367 71,961 1,594

その他 54,475 53,056 △1,419

合計 498,210 502,966 4,756

（注）時価は、当中間期末日における市場価格等に基づいております。 
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２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 

（平成 21 年９月 30 日現在） 

 中間貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額（△は損）

（百万円） 

子会社・子法人等株式 12,848 9,871 △2,977

 

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 取得原価 

(百万円) 

中間貸借対照表計上額

（百万円） 

評価差額（△は損）

(百万円) 

株式 13,715 11,968 △1,747

債券 1,979,561 1,986,104 6,542

国債 1,958,378 1,965,635 7,256

地方債 1,716 1,782 66

社債 19,466 18,686 △779

その他 288,910 295,919 7,008

合計 2,282,187 2,293,991 11,804

（注）１.中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価に

より計上したものであります。 

２.「その他」は主として外国債券であります。 

 

３.中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、 

次のとおりであります。 

 金額(百万円)

評価差額 

その他有価証券で時価のあるもの 11,804

時価評価されていない有価証券に区分している

投資事業有限責任組合等の構成資産であるその

他有価証券 

26

「その他有価証券」から「満期保有目的の債券」

へ保有目的を変更した有価証券 
△7,518

(△)繰延税金負債 974

その他有価証券評価差額金 3,337

 

４.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に

比べて著しく下落したものについては、原則として時価が取得原価まで回復

する見込みがないものとみなして、当該時価をもって中間貸借対照表価額と

し、評価差額を当中間期の損失として処理(以下、「減損処理」という)して

おります。当中間期におけるこの減損処理額は6百万円であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準

における有価証券発行会社の区分毎に次のとおり定めております。  

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落  

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落 
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なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生してい

る発行会社、実質破綻先とは破綻先と同等の状況にある発行会社、破綻懸念

先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社であ

ります。また、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以

外の発行会社であります。 

（追加情報） 

変動利付国債は、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き続き市場価格を時価と

みなせない状態にあると判断し、当中間期末においては、市場価格に代えて合理的に

算定された価額をもって中間貸借対照表計上額としております。これにより、市場価

格をもって中間貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は3,074百万円増加、

繰延税金負債は974百万円増加、「その他有価証券評価差額金」は2,099百万円増加し

ております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、ブローカーから入手した理論価格として

おります。当該価格は、国債のフォワードカーブに基づいて算出した将来の各利払い

及び償還時のキャッシュ・フローの現在価値（コンベクシティ調整後）と変動利付国

債に係るゼロ・フロア・オプション価値の合計値であり、国債の利回り及び同利回り

のボラティリティが主な価格決定変数であります。 

 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（平成21年９月30日現在） 

内容 金額(百万円） 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

子会社・子法人等株式 

 関連法人等株式 

474,618 

474,028 

589 

その他有価証券 

 非上場株式 

 非上場社債 

 非上場外国証券 

 その他 

442,481 

6,894 

321,847 

51,450 

62,288 

 

５．流動性が乏しいことにより保有目的を変更した有価証券 

平成20年10月1日付で「その他有価証券」から「満期保有目的の債券」に保有目的を

変更した外国債券のうち、当中間期末において「満期保有目的の債券」の区分に計上

しているものは下記のとおりであります。 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成21年９月30日現在） 

 時価 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

中間貸借対照表に計上さ

れたその他有価証券評価

差額金の額（△は損） 

（百万円） 

その他(外国債券) 41,889 44,561 △7,518

   (注)上記時価は、ブローカーから入手した価格によっております。 
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（金銭の信託関係） 

１．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成21年９月30日現在） 

 取得原価 

（百万円） 

中間貸借対照表計

上額(百万円) 

評価差額 

(百万円) 

その他の金銭

の信託 

 

117,406 

 

117,406 

 

            - 

（注）中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づき計上した

ものであります。 

なお、満期保有目的の金銭の信託はありません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおり

であります。  

 

繰延税金資産   

 貸倒引当金及び貸出金償却損金算入限度超過額 70,391 百万円 

有価証券価格償却超過額 67,015  

 税務上の繰越欠損金 60,123  

 特定金銭信託評価損益 7,314  

  繰延ヘッジ損失に係る一時差異 6,550  

  金銭の信託未収配当金 4,514  

 固定資産処分損失引当金 2,778  

 退職給付引当金 2,150  

  賞与引当金 1,523  

 その他 18,021  

繰延税金資産小計 240,383  

評価性引当額 △227,317  

繰延税金資産合計 13,066  

繰延税金負債   

その他有価証券の時価評価に係る一時差異  

繰延ヘッジ利益に係る一時差異 

974 

11,677  

繰延税金負債合計 12,652  

繰延税金資産の純額 413 百万円 
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